
議員提出議案第２０号 
 

地方消費者行政に対する交付金等による財政支援の継続・拡充を求める意見書案 
 
 本案を別紙のとおり提出する。 

平成３０年９月２７日 
大阪市会議長  谷 庄 一 様 
 
 提 出 者 
  太 田 晶 也   北 野 妙 子   川 嶋 広 稔   黒 田 當 士 
  西   徳 人   杉 田 忠 裕   明 石 直 樹   土 岐 恭 生 
    山 中 智 子   井 上   浩 
──────────────────────────────────────── 
（別 紙） 

平成３０年９月  日 
衆 議 院 議 長  参 議 院 議 長 
内 閣 総 理 大 臣  総 務 大 臣  各あて 
内閣府特命担当大臣(消費者及び食品安全)             

大阪市会議長  谷 庄 一 
 

地方消費者行政に対する交付金等による財政支援の継続・拡充を求める意見書 
 
消費生活相談体制の整備等、地方消費者行政の充実・強化については、これまで、地方

消費者行政推進交付金等を活用した取り組みが図られてきた。 
一方で、この交付金措置は平成２９年度で一区切りを迎えており、平成３０年度予算で

は、地方から国に対して６０億円を超える地方消費者行政推進交付金の要求があったもの
の、結果として２４億円の計上にとどまっている。 
インターネット・ＳＮＳの普及や、成年年齢の引き下げ、また、高齢者の消費者被害が

増加してきている中、若年層への消費者教育の充実、消費者安全確保地域協議会（見守り
ネットワーク）の設置等、地方自治体が取り組むべき課題は、依然、山積している。 
消費者庁には地方支分部局がなく、国による交付金措置が後退することで、消費生活相

談体制の維持など、地方自治体における消費者行政が後退を余儀なくされ、ひいては、消
費者被害情報の収集・分析、法執行、消費者被害防止の広報啓発といった国の消費者行政
全般が進まない恐れがある。 
よって国におかれては、地方消費者行政の充実・強化を図るため、下記の措置を講じら

れるよう強く要望する。 
 

記 
 
１．平成３０年度本予算における地方消費者行政に係る交付金の減額が各地方自治体に及
ぼす影響を具体的に把握するとともに、本予算で確保できなかった交付金額については、
補正予算で手当てすること。 

２．平成３１年度予算における地方消費者行政に係る交付金については、少なくとも平成
２９年度までの水準を確保すること。 

３．消費生活相談情報の登録事務、重大事故情報の通知事務、違反業者への行政処分事務
といった、国全体の消費者行政に資する取り組みについては、地方自治体に対する恒久
的な財政支援を行うこと。 

４．地方自治体における消費生活相談員等の専門人材や消費者行政を担当する職員を確
保するための支援を行うとともに、その資質の向上のための研修を充実させるなど、
体制強化に向けた施策を講じること。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


